
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

水防法等の一部改正について

国土交通省 水管理・国土保全局

河川環境課

令和３年７月１６日

第25回救急・災害医療提供体
制等の在り方に関する検討会

令 和 ３ 年 ７ 月 1 6 日

資料

２



洪水浸水想定区域の指定に係る対象河川拡大等

〇 現行、大河川である洪水予報河川や水位周知河川について、「想定し得る最大規模の降雨」に対応した
洪水浸水想定区域の指定対象とし、避難経路確保やハザードマップ作成等の避難警戒措置を講じているが、
令和元年東日本台風等では、それ以外の一級・二級河川において、河川氾濫による人的被害が発生。

〇 これらの河川についても、洪水浸水想定区域の指定対象とする等、適切な水害リスク情報の提供が必要。

【改正概要】
・洪水予報河川又は水位周知河川に加え、一級河川及び二級河川（洪水による災害の発生を警戒すべきもの

として国土交通省令で定める基準に該当する河川（住宅等の防護対象のある河川））について、洪水浸水想定
区域の指定対象に追加
（※）同様の考え方により、雨水出水及び高潮についても、浸水想定区域の指定対象を拡大

【洪水浸水想定区域の指定対象河川数イメージ】

現行の指定対象河川数

改正により、1級河川・2級河川約22,000河川のうち、円滑・迅速な避難確保等を

図る必要のある河川を指定対象に追加

＜浸水想定区域を設定する河川の目標数＞

（現在）約2,000河川 ⇒ （今後）約17,000河川（2025年度）

洪水予報河川や水位周
知河川以外の河川の氾
濫により浸水被害が発
生しているエリア

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）平成２８年６月１０日

凡例
×：人的被害箇所

洪水予報河川等以外の中小河川に
おける浸水被害事例（令和元年東日本台風）
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【水防法①】 ３ヶ月以内施行

区分

洪水浸水想定区域の指定対象河川数
（令和２年７月末時点）

洪水予報河川 水位周知河川 計

国管理
１級直轄区間

２９８ １５０ ４４８

都道府県管理
１級指定区間
２級河川

１２９ １，５６０ １，６８９

計 ４２７ １，７１０ ２，１３７



要配慮者利用施設の利用者に係る避難確保措置の見直し

〇 昨今の水災害発生時の被害状況を踏まえ、高齢者等の避難困難者が利用する要配慮者利用施設に係る
避難計画や避難訓練の内容について、市町村による適切性の確認や助言・勧告を通じた避難実効性の確保
を図る必要。

【改正概要】
・ 市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者が作成し、市町村に報告するこ
ととされている避難確保措置に関する計画（避難確保計画）について、報告を受けた市町村長による計画内容
に係る助言・勧告制度の創設

【要配慮者利用施設の避難確保措置のイメージ】

・ 要配慮者利用施設の所有者等の実施義務とされている避難訓練について、市町村長への訓練結果の報告
を義務付け、報告を受けた市町村長による訓練内容に係る助言・勧告制度の創設

要配慮者利用施設
（社会福祉施設、学校、医療施設）
※市町村地域防災計画に位置付けられたものに限る

避難確保計画

避難訓練
※ 「避難訓練」に係る
報告を新たに義務付け。

助言・勧告

報告

市町村長
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（所有者又は管理者）

【水防法②・土砂災害防止法】
３ヶ月以内施行
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浸水被害防止区域制度の創設【特定都市河川法】 ６ヶ月以内施行

【浸水被害防止区域のイメージ】

○ 高齢者等の要配慮者の方をはじめとする人の生命・身体を保護するため、洪水が発生した場合に著しい危害
が生ずるおそれがある区域を、都道府県知事が市町村長からの意見聴取等を実施した上で、「浸水被害防止
区域」として指定し、開発規制・建築規制を措置することができる。

○ 開発規制については、住宅（非自己）・要配慮者施設等の盛土・切土等を伴う開発行為を対象に、洪水等に
対する土地の安全上必要な措置が講じているか事前許可が必要。
（あわせて都市計画法における開発の原則禁止の区域（レッドゾーン）に追加。また防災集団移転促進事業の移転対象区域に
追加。）

○ 建築規制については、住宅（自己・非自己）、要配慮者施設等の建築行為を対象に、居室の床面を基準水位
以上、洪水等に対して安全な構造としているか等の事前許可が必要。

○ なお、河道又は洪水調節ダムの整備の実施などにより指定を解除することができる。



洪水浸水想定区域と洪水ハザードマップの指定・公表状況（R3.3末時点）

洪水浸水想定区域の指定

洪水浸水想定区域 指定済み

４４８（４４８※１）河川
洪水予報河川 298（298※１）
水位周知河川 150（150※１）

洪水ハザードマップの公表状況

洪水浸水想定区域 未指定

０河川

国
管
理
河
川

都
道
府
県
管
理
河
川

１，７１０河川

洪水予報河川

130河川

水位周知河川

1,580河川

洪水浸水想定区域 指定済み

１,６８６（１,６６８※１）河川
洪水予報河川 130 （129※１）
水位周知河川 1,556  （1,539※１）

洪水予報河川
水位周知河川

洪水浸水想定区域 未指定

２４河川

公表１,３６５市区町村
（１，０８０市区町村※２）

未公表 ３８市町村

４４８河川

洪水予報河川
298河川

水位周知河川
150河川

HM公表(計画規模）

１，３６５市区町村
（約97％）

1,403
市区町村

※２ 想定最大規模降雨による洪水ハザードマップの公表市区町村数

※１ 想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域の河川数

HM公表(想定最大）

１，０８０市区町村
（約77％）
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